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今回の公営企業改革は会計改革から始まった
～法適用・経営戦略…

地方財政をめぐる厳しい状況を踏まえ、公営企業については、計画期間内に廃止・民営化や広域的な連携
等も含めた抜本的な改革の検討を更に進め、経営戦略の策定等を通じ、経営基盤強化と財政マネジメントの
向上を図る。また、第三セクターについても、「第三セクター等の経営健全化等に関する指針」を踏まえた取組
を推進するとともに、優良事例の全国展開を図る。

（国と地方を通じた歳出効率化・地方自治体の経営資源の有効活用）

第３章 「経済・財政一体改革」の取組－「経済・財政再生計画」○経済財政運営と改革の基本方針2015（抄）

公営企業・第三セクター改革

【公営企業】

➢ 公営企業の全面的な見える化

・ 新会計基準による予算・決算の実施

公営企業会計の適用の拡大～平成27年と31年に総務大臣から要請(期限令和6年3月末）

・「経営比較分析表」の策定・公表

➢ 公営企業の抜本的な改革の検討の推進

➢ 「経営戦略」の策定推進

【第三セクター】

➢ 第三セクター等改革などの先進事例集の作成・公表

➢ 第三セクター等に対する地方公共団体の財政的リスク等の調査・公表 1



官公庁会計・単式簿記は経営管理に使えない
～法適用すると使用料収入で運営できていない実態が明らかに
なる：いずれ事業を整理

平成２３年度 T市農業集落排水事業会計歳入歳出決算書

歳入 (千円） 歳出 (千円）

１ 分担金及び負担金 ４，６９０ １ 総務費 ２１，８８４

２ 使用料及び手数料 ６８，７５７ ３ 維持管理費 ８９，６２８

５ 財産収入 ３３ ４ 公債費 ２２２，１６５

６ 繰入金 ２５７，５７４ 元金 １２４，０３５

７ 繰越金 ７，６７０ 利子 ９８，１３０

８ 諸収入 ８３ ５ 予備費 ０

歳入合計
３３８，８０７

歳出合計 ３３３，６７６

歳入 ３３８，８０７ ー 歳出 ３３３，６７６ ＝ ５，１３１千円 翌年度繰越

帳簿上は５１３万円の黒字だが、実態は執行残・・・経営管理に使えない
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平成10年代の「法適化批判」

〇法適用して企業会計にしたからといって、何も
変わるわけでない。

〇手間が増えて、仕事の効率が下がるだけでな
いか。

〇そもそも役所は官庁会計、民間企業は企業会
計と決まっている。それぞれ役割が違うのだか
ら、会計制度が違うのは当たり前。利益を求め
ない行政が企業会計にすることに何の意味やメ
リットがあるのか
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汚水管渠費 17,827 下水道使用料 40,515

◎今でも使用料で

維持できない。人口が半減
しても維持するか？

減価償却費 105,165

当年度純利益 20,264

支払利息 19,716

総係費 10,350

処理場費 53,687

長期前受金戻入
（国の建設補助） 65,202

町一般会計からの
補助金

128,000

K町農業集落排水事業損益計算書（平成30年度）

業務費
1,672

その他
5,118

◎今でも使用料で維持できない事業 ～近い将来の更新と合わせて利用者や議会と負担を相談

その他 32
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企業会計と簿記の関係
～企業会計でないと経営を管理できない～

財務会計

（決算書
の作成）

管理会計

（管理資料

の作成）

下水道事業に
かかわる人が
経営管理の
ために使う

議会
住民

国県等に
伝える

経済活動を簿記で記帳

企業会計
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参考．下水道財政の現状と見通し法適用して会計方式はどう変わったか

◆収益的収支
…維持管理等の事業の運営に係る収支

◆資本的収支
…施設の建設等の資産の形成に係る収支

【公営企業移行前】

【公営企業移行後】

複式簿記
資金の収支＆資産の収支
→全体の損益を把握

単式簿記
資金の収支のみ
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企業会計「減価償却費」をコストとして認識

減価償却費:資産取得のためにかかったお金を、耐用年数
期間に振り分けて費用化し回収する仕組み＝後払い

購入した年は赤字となる

（減価償却しない場合）（減価償却する場合）

各年の収支が明らかとなる

出典：地方公営企業経営論
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令和元年度 富士市上下水道事業決算の概要
（損益計算書）

上水道事業
費用

2,920,426千円
収益

3,585,417千円

職員給与費 330,897

支払利息 114,455

委託費
909,874

その他 285,376

長期前受金戻入 170,757

給水収益
3,129,284

その他 475,010

純利益
664,991

減価償却費
1,090,190

（貸借対照表）

下水道事業

減価償却費
2,742,002

委託料
871,707

支払利息 579,855

その他 548,256

純利益
1,034,307

職員給与費 304,712

長期前受金戻入
1,170,191

他会計負担金
2,063,320

財源の一部に地
方財政措置あり

使用料
2,781,922

その他 65,407

費用
5,046,532千円

収益
6,080,840千円（金額）

億円

資産
79,231

繰越収益
流動負債

58,179

資本
21,052

固定負債
25,481

資産
30,138

負債
12,127

資本
18,011

上水道 百万円 下水道 百万円
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富士市上下水道１㎥当たり原価（令和元年度）

汚水処理原価（下水）
249.52円/㎥

減価償却費
135.03円

委託料
43.32円

職員給与費 15.14円

支払利息 28.80円

その他 27.23円

使用料単価 138.23円
経費回収率 55.4％

給水原価（上水）
105.30円/㎥

減価償却費
40.61円

委託料
33.33円

職員給与費 10.51円

支払利息 4.26円

その他 9.46円

修繕費 7.13円

供給単価 116.57円
料金回収率 110.7％
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参４，４４考．今後下水道財政の
考え方公営企業の最大課題：更新財源をどうやって確保するか

老朽施設を更新すれば資本費（支払利息・減価償却費）は増大。
財源は料金改定し確保するしかない。

一般財源に頼れば自治体の他の政策を圧迫する。

※老朽化した管渠の改築費は、

初期投資より大幅に増加する。

「下水道財政のあり方に関する研究会 第5回資料（総務省）」より抜粋
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参考．今後の下水道財政の考え方インフラ老朽化に備え、国は積立金制度を改正した
（平成24年度）

毎年度の
利益

欠損金の補てん

補てん
残額

法定積立金
（残額の1/20以上）

任意積立金

利益積立金
（将来の欠損金への備え）

減債積立金
（将来の借入金返済への備え）

※企業債残高まで積立が必要

建設改良積立金
（将来の更新投資への備え）

その他（未処分利益等）

議決

（旧）平成23年度まで

法定積立金残額

（新）平成24年度から

毎年度の
利益

欠損金の補てん

補てん
残額

議決

利益積立金
減債積立金
建設改良積立金
その他（未処分利益）

※経営判断により
割り振り可能

法定積立金の
義務を廃止
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「下水道使用料算定の基本的考え方（新版）」
～将来の更新費用を「資産維持費」で回収

･日本下水道協会は「下水道使用料調査専門委員会」
を設置し、平成2８年度末に「下水道使用料算定の基

本的考え方」を改定し、施設更新財源を使用料の原価
に算入できるようにした。

･人口減少に伴う使用料収入減少が見込まれるなか、
将来の更新投資の財源を確保するため対象経費（原
価）に資産維持費を含める。水道は３％。

･更新財源を、利用者に求める。
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A市下水道事業の決算(令和2年度・法適事業)
一般会計繰入金の収益化：経営を実態よりよく見せてしまう
人口５千人以下・簡易水道など弱小事業の法適化支援策？

①

②

③

①+②+③=
4億5223万円

償却前支出
6億7367万円

収入13億7967万円 支出14億4388万円

赤字　6421万円

その他663万円

施設維持管理料金・徴収費用

1億3880万円

流域下水道施設維持

管理負担金

2億3744万円

下水道使用料

3億2375万円

支払利息

2億2144万円

減価償却費

7億7021万円

他会計補助金

2億7908万円

(注)長期前受け金戻入

7億7021万円

その他7599万円

(注)資産の取得時に充当された補助金や負担金等を収益化した現金を伴わない帳簿上の収益



下水道・電気事業の比例縮尺版BSとPLで見る公益事業の収益性

BS;貸借対照表

PL:損益計算表

＊下水道は使用料収入を50年分の積み上げても整備資金を回収できないほど効率の悪い事業

（究極の経営改善策＝人口集積がないところに建設しない。整備したところは個別処理方式に事業

転換） 収益分岐点=40人/ha

R1年度F市上水道事業 R2年度東北電力決算R2年度 A市下水道事業

BS資産 BS資産 BS資産

下水道の固定

資産
固定資産 固定資産

279億円 274億円 3兆2021億円

57% PL

50年間の使用

料収入

160億円

営業収益

1兆7349億円

PL

総収益18.6億円

使用料3.2億円

その他15.4億円

固定資産の6.6％ 固定資産の13％ 固定資産の54％

（うち使用料1.1％）

総収益36億円
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雨 水 ７ 割
汚 水 ３ 割

（汚水は使用料で）

資
本
費
（
元
利
償
還
金
）
に
対
す
る
財
政
措
置
制
度

１7

年
度
ま
で

１
８
年
度
か
ら

うち７割を交付税措置
４２％（事業費補正：３７％、単位費用：５％）

(
（使 用 料）

雨
水

１
割

処理区域内人口密度 ２５未満 ６割

２５以上５０未満 ５割

５０以上７５未満 ４割

７５以上 ３割

１００以上 ２割

公
費

うち７割を交付税措置
処理区域内人口密度（人/ha）
２５未満 ４９％ （事業補正：４４％、単位費用：５％）

２５以上５０未満 ４２％ （事業補正：３７％、単位費用：５％）

５０以上７５未満 ３５％ （事業補正：３０％、単位費用：５％）

７５以上１００未満 ２８％ （事業補正：２３％、単位費用：５％）

１００以上 ２１％ （事業補正：１６％、単位費用：５％）

公
費

下水道事業に対する国の財政支援制度（地方財政措置）
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国による財政支援制度と自治体の実質負担額の
推計（A市）～国の地財措置に過度に依存しない

（地方交付税算定台帳から）

地方交付税：標準的な行政を実施
するため、税収入が不足する場合、
その不足額を埋める仕組み
(地方交付税算定台帳から）

基準

財政収入額
8,496,035
（地方税の
７５％＋

地方譲与税な
ど）

地方税の25％
（留保財源）
2,038,886＊2

特別交付税
交付税全体の６％

補助金
地方債
その他

基
基
準
財
政

需
要
額

投資的経費

個
別
算
定
経
費

（１）
収入不
足額を
埋める

（２）
包括算
定経費

(１）
①消防費
②土木費
・道路橋りょう費
・都市計画費
・公園費
・下水道費
・その他
③教育費
④衛生費
⑤産業経済費
⑥総務費
⑦地域経済
対策費
⑧地域づくり
推進費
⑨公債費

(B)

A
B

= 財政力指数
（過去3年間の平均値）

0.497

1.0～不交付団体（77自治体）
富裕団体

～0.4 過疎団体の要件

基準外繰出金
973,588

普通交付税
8,998,664

基準内繰出金
186,395

自己財源

下水道
費

(A)

291,177

287,705 578,882

17,494,69

9

578,882千円

(公営企業統計決算から)
一般会計実繰入額 1,159,933千円 ＊1

地方交付税算入額 291,177＊2

市税負担額 868,756
使用料収入 323,752

＊1 実繰入額＝基準内186,395＋基準外973,588
＊2 算定額578882×（1-0.497）＝

8,496,035

17,494,699
＝
0.48

5

3年平均

0.497

⊛2市税収入8155546千円の25％
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下水道事業の財政モデル
・借入金の償還が終わる３０年までは赤字、その後の黒字で累積赤字
を解消する仕組み。しかし②小規模では料金収入が少ないから、赤字
はいつまでも解消しない･･･そのことをどこまで知っているか？。

①計画処理人口３万人の場合 ②１万人以下では

資本費

使用料収入

維持管理費

管理運営費

（事業開始時からの経過年数）
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汚水処理人口普及率（令和2年3月末）：「10年概成」（R8）で一区切り

総人口に対し汚水処理施設（下水道・農業集落排水・浄化槽）を利用できる人の割合

（汚水処理人口 ÷ 総人口）× 100 = 91.7%
1億1636万人 1億2684万人

10〜30
万人

5〜10万
人

5万人未
満

全国平均

100万人
以上

91.7
％

81.1
％

86.6
％

91.7
％

99.6
％

下水道 10113万人(79.7％)

下 52.5％

下 66.3％

下 79.3％

下 99.3％

浄化
槽

浄 20.4％
農

7.8％

浄
15.6％

農

浄
9.7
％

農

1175万人
(9.3％)

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

100(
％)

農排等
329万人
(2.6％)

1048
万人

(8.3％)

コミプラ
20万人
(0.2％)

くみ取
り

単独浄
化槽
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汚水
処理
施設

集合処理方式

（集約型）

下水道

公共下水道
（市町村）

流域下水道
（都道府県）

農業集落排水施設等

（農業・林・漁業）

コミュニティ・プラント

個別処理方式

（分散型）

単独処理浄化槽（01年から新設禁止）

※生活排水を処理しないため、汚水処
理人口普及率の計算に入らない

合併処理浄化
槽

個人設置型

市町村設置型

汚水処理方式と下水道の種類

下水道法

浄化槽法

（適用
法）
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合併処理浄化槽は下水処理場と同じ機能、単独処理浄化槽と違う

合併処理
浄 化 槽

公共下水道
終末処理場

21



福岡県田川市～公共下水道はない、浄化槽だけで汚水処理
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未整備世帯への浄化槽整備に係る課題解決フレーム 

適正な

浄化槽管理

適正な

浄化槽工事

汚水処理の

早期概成
公

的

管

理

財

政

支

援

公共用水域の水質汚濁防止

適正な施工・管理の保持

補助対象範囲の拡大

補助金額の上乗せ

登録工事店制度の導入

維持管理の一括契約

技術講習会の実施

管理票の整備

相談室の設置

個人設置・公的管理型浄化槽整備事業

≪本市が目指す最終目的≫

田川市民の健康で文化的な生活の確保

＜事業の結果＞

汚水処理人口普及率の増加

事業の効果事業の効果

【
３
つ
の
課
題
】

年間１１０基程度

未整備人口４割

１０年概成

無管理浄化槽

不均一な施工

不均一な維持管理

高い住民負担

情報の分散管理

公衆衛生の向上

生活環境の保全

福岡県田川市～集合処理以外の手法で汚水処理す
る仕組みを作る ～人口約４万８千人

田川市（人口
４．８万人）の
汚水処理対策

H28.10～

市は公共下水道も
農集排も実施してい

ない

（流域下水道を計画
段階で中止）

市全域を
浄化槽で整備

どんな方法で
浄化槽を整備？

５つの柱！

①②

③
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一括契約して、点検、清掃、法定検査の３者が連携して
下水道並みの料金で、高レベルの管理をしている県もある

浄
化
槽
設
置
届
出

施

工

年間作業パターン（小型・20人槽以下・1月開始の例）

月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

使 用
開 始

１年目

使用
開始

保守
点検

保守
点検

7条
検査

保守
点検

2年目
以降

清掃
保守
点検

保守
点検

11条
検査

保守
点検

(

保
守
点
検
・
清
掃
・
法
定
検
査
）

ら
く
ら
く
一
括
契
約
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法定検査からの申し送り事項
検査結果 適正 ・ 不適正
判定ガイドライン 透視度15度未満（不可）
検査日 H24年5月25日

透視度３０度未満で措置が必要です。
旋回流を緩やかにして下さい
一次処理２室の強制攪拌を実施してください

返信
５/２９ 指示通り実施しました（１８度）
６/１３ 透視度２４度を確認しました
７/２ 放流バルブを８０％に変更（２８度）

清掃への申し送り事項

運
転
調
整
事
項

強制攪拌作業 １次処理（１室・２室） ・ ２次処理

循環水量 変更 無 ・ 有（停止・ ℓ/分）

移送水量 変更 無 ・ 有（停止・ ℓ/分）

流量調整 変更 無 ・ 有（停止・ ℓ/分）

空気逃がし調整 変更 無 ・ 有（停止・ 全回から 回転）

逆洗タイマー設定 変更 無 ・ 有 回/ 日 分/回
（ ： ） （ ：）（：）

報
告
事
項

ブロワ 交換（本体・部品）・改良（ ）

漏水 １次処理（１室・２室）・２次処理・ポンプ槽

槽内及び付帯設備の異常 ・ 清掃確認依頼

漏水・ろ材（脱落・浮上）・ 隔壁破壊・担体流出 ・ 配管類破損 ・ ポンプ故障

法定検査への申し送り事項

循環水量を０．６L/分に調整しました
放流バルブを８０％に開放して空気量
を調整しています

保守点検結果の判定

１ 処理機能は良好です
２ 改善措置を行いました

このままご使用ください
３ 改善点があります

３業種が連携した「管理システム」～タブレットで情報共有
～浄化槽保守点検記録票（２０人槽以下）の一部

清掃からの申し送り事項

25



大木町合併処理浄化槽

維持管理協会

浄化槽
保守点検・清掃業者

加入
管理権の委譲
会費の納入

一括契約
点検・清掃の指示

点検・清掃

適切な使用方法等の指導
（講習会開催等）

管理データの共有

浄化槽
管理者（設置者）

委託・支援

大
木
町
（環
境
課
）

受託・報告

設置者（使用者）・維持管理協会・維持管理業者・行政
の役割分担による効率的な維持管理システムを構築

26



人槽

保守点検・
清掃・
法定検査
（税込）
（1）

協会
運営費
（2）

年会費
（1+2=3

）

5人槽 48,260 5,000 53,260

6人槽 49,880 5,000 54,880

7人槽 52,040 5,000 57,040

8人槽 53,120 5,000 58,120

10人
槽

57,440 5,000 62.440

（一般社団法人）大木町合併処理浄化槽維持管理協会の会員サービス

1. 年会費 単位：円

（1）会員宅定期訪問
協会技術員（浄化槽管理士）が年1回
以上、会員宅を訪問し、使用状況を確
認、注意点を説明、使用上の相談を受
ける。時期は清掃の3〜4月前

2. 会員へのサービス

（2）送風器機能保証（H30〜）

送風器（ブロワ）の無償修理
古くなって故障した場合は無償貸与

（3）機能回復助成（H30.6〜）

浄化槽本体の修理、放流ポンプ・中継ポン
プ・マンホール蓋などの修理交換費用の1/2
（上限15万円）

（4）少人数世帯減額（H27〜）

6人槽以上の浄化槽設置者で、①一人暮らし、
②65歳以上の高齢者のみ2人以内の世帯が対象。
会費を最低人槽（5人槽）の金額に減額

（5）会費前納一括納付割引（H27〜）

一括納付すれば年会費1,000円割引

（6）簡易チェック実施割引（H27〜）

毎月1回、チェック表により送風器の稼働状況、
臭気など4項目の目視点検を行えば、年6回を3
〜4回に減らせるので、年会費を4〜6千円減額

（7）高負荷浄化槽対策の支援

問題のある浄化槽は定期的に監視し指導

（8）講習会の開催（600人参加）、会報発行27



１．下水道財政健全化のため、水道が主体的に下水道３

事業を統合し、企業的に運営する。

２．下水道は集合処理と個別処理を組み合わせ効率的に。

３．料金は負担の公平から統一。水道3,500,下水4,500円

４．事業のコスト管理のため、企業会計で管理

法適用推進～平成１１年簡易水道、１２年下水道、１３年宅造

事業を全部適用。 下水道は供用開始から法適化。

５．事務及び管理業務の外部委託（ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ）を進める。

公営企業を経営する～役場時代の経験

「三春町上下水道事業運営方針（平成１０）」
営する～自身の経験を振り返る

28



三春町企業局の営業区域
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経営改善の経緯～事業規模が小さいと効果
は限定。広域なら効果は大きい。

年度 内 容

平10 水道と公共下水道・農集排・浄化槽の３行政を統合

会計・料金事務を外部委託

平11 下水道３事業の法適用準備

個別排水処理施設整備事業に着手

平12 公共下水道供用開始

公下と農集排施設管理を水道と一緒に外部委託

下水道3事業使用料の統一

平13 上下水道管理台帳（ＧＩＳ）システム導入

平15 県の「下水道整備構想」見直しの機会に農集排１５地区

を中止。浄化槽市町村整備推進事業開始

平16 市街地浄化槽代行事業（町単独事業）開始
30



三春町下水道事業の全体像

区 分
公共下水道区域 農業集落排水

区域
個別処理区域
(町設置型浄化槽)公共下水道区域 浄化槽代行区域

処理方式 集合処理
個別処理
（当分の間）

集合処理 個別処理

事業主体 町 町（受託） 町 町

対象区域
公共下水道事業
認可区域98ha

公共下水道計画区
域の未認可区域

下舞木、過足
中妻の３地区

公共下水道･農集
排以外の地区

戸当り建設費 約500万円 約70万円 約600万円 約70万円

負担金 25万円 25万円(工事負担金)
設置補助金代理受領 25万円 25万円

使用料（月）
20ｍ3 4,672円
22ｍ3 5,093円

個別処理と同じ 公共下水道と同じ
7人槽4,725円
（定額）
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紫の地域は農業集落排水
施設の計画（15地区）を中

止し、個別排水処理施設
（町設置浄化槽）に変更

下舞木農業集落
排水施設：農村
下水道 （既設）

中妻農業集落排
水施設：農村下
水道 （既設） 過足農業集落排水施

設：農村下水道 （既
設）

青は公共下水道の計画区
域だが、当面は「市街地
浄化槽代行事業」で対処

茶は公共下水道事業区域

三春町の下水道・浄化槽整備・
・・水道と統合し、身の丈に合った整備に切り替え
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公共下水道につながない原因（三春町）
下水道工事時期に個人が浄化槽を整備

半分以上は平成３~７年に設置、町内の７割に普及

昭
和

～
31

35

昭
和

～
36

40

昭
和

～
41

45

昭
和

～
46

50

昭
和

～
51

55

昭

～
平

61

2

平
成

～
3

7

昭
和

～
56

60

平
成

～
8

12

平
成

～
13

14

（累計) 基

500

1,000

2,000

5,000

3,000

期間増加分

既設

世帯数 5,682（2000年国勢調査）
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理想の下水道と現実：人口密度に応じた３つの下水道（中西）

0

100

200

300

400

汚水処理減価円/㎥
４１２円

２３９ 円

３８２ 円

２１４円
164 円172 円

月２０㎥使用料金
４，４５０ 円
公共下水道

４，４５０ 円
農業集落排水

４，５００ 円
個別排水処理

使用料単価

資料：三春町下水道事業決算書（平成２５年度）

Ａ区域 Ｂ区域 Ｃ区域

公共下水道

集落下水道
個別下水道

高

低

１
戸
当
た
り
の

下
水
道
費
用

対象地域
人口密度

農村部
小

市街部
大

出典：中西準子「水の環境戦略」６９頁 岩波新書 １９９４年

人口密度が低いと、結果は上と逆に（三春町の経験）＝整備区域の取り方を誤ると不経済な下水
道になる
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下水道は都市機能を維持する「装置・施設」

機能 都市装置 都市施設

防護施設 治水、防災 堤防、消防等

供給装置 電力、ガス、水道、
地域冷暖房

発電、ダム、浄水場、
給湯、熱交換器等

流通交通
装置

流通、道路、鉄道、
新交通、空輸、水
運

卸売市場、高速道
路、街路、広場、駅、
空港、港湾、倉庫

処理装置 下水、廃棄物、し尿 下水処理場、焼却

情報装置 電信電話、郵便局
テレビ、データ通信

電話局、郵便局、放
送局、デ‐タセンター

アメニティ 緑地、景観 公園、展望台、碑
35



下水道は１ha４０人が採算分岐点
人口集積のない地域を集合処理方式で整備すると赤

字運営に。身の丈に合わなければ財政が破綻

処理区域人口密度 ４０人/ha

○収入
・使用料 ４０人÷３．５人＝約１１戸
１１戸×２０ｍ３/月×１２月×平均使
用料単価１３９．３円×０.９５＝

３４８，０００円
・一般会計繰入金等
汚水処理原価の４０～５０％

３１７，０００ 円

○支出 平均汚水処理原価２５２．０円
×２，６４０ m３＝６６５，２８０円

＝６６５，０００円

○使用者が２０人(６戸程度）では、

使用料 ２００，０００円
一般会計繰入金 ４６５，０００円

計 ６６５，０００円

有収水量密度 ２，５００m3/ha～

・使用料
４０人÷３，５人＝約１１戸
１１戸×２０ｍ３×１２月
＝年間有収水量 ２，６４０ｍ３/ha

・有収水量密度区分別事業者分布
７，５００m３/ha以上 １５１
５，０００～７，５００m３/ha １９０
２，５００～５，０００m３/ha ４５５
２，５００m３以下 ３５２

・有収水量が３，０００m３/ha以上のとこ
ろは事業所排水や集合住宅排水が入
る地域
・下水道は、電気・水道・ガスと同じく
「密度産業」「費用逓減産業」（固定費
率が高い）の特性をもつ事業である 36



処理区域人口密度の例～４０人/haは一部

（1ha40人のイメージ ：三春市街地＝昭和45年を最後にDID区域消滅）

37



0

100
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300

400

500

600

下水道整備費用～高補助率でも実負担は大

制度 実態

国
補
助

（50％）

国
補
助
（40％）

借
入
金
（45％）

借
入
金
（58％）

（5％）

（2％）
受益者
負担

（33％） （33％）

（57％） （57％）
（10％） （10％）

公共下水道
500万円/戸

合併浄化槽
70~80万円/基

制度 実態

1世帯当り
工事費

万円
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Yes
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Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15

系列2

系列1
10

８

６

４
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２

16
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20

60

70
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80

90

累
積
事
業
費
（

億
）

建
設
費
（

億
）

三春町の公共下水道事業～規模を縮小

実施率

毎年度の工事費

下水道債
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下水道事業をめぐる資金の流れ（イメージ）
国の経済対策（乗数効果）になるが、地域経済の活性化は期待より小さい

収入 支出 収入 支出

補助金
（制度50％）

実行ベース
30～40％

下水道債
（45％程度）

実行ベース
60％

下水管渠
（76％）

ﾎﾟﾝﾌﾟ場
（2％）

処理場
（22％）

使用料
（55％）

補助金等
（31％）

当年度純
損失
（14％）

管渠費
（2％）

処理場費
（16％）

総係費
（9％）

減価償却費等
（44％）

下水道債利息
（29％）

市費
受益者負担金

（5％）

国・県

地方金融機構
財務省
地元金融機関

市会計
市民等

コンサル
タント等

建設会社

電気・機
械会社

一般会計
から
繰入れ

市民
企業等

修理会社
資材会社

運転管理
委託会社

修理会社
電力・通信
薬品

職員給料
委託会社

建設費の年割分

借入先
地方金融機構
財務省
地元金融機関

建設時 運営時
（損益計算書）

（支出先）
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三春町上下水道事業の料金･受益者負担の考え方
～浄水供給・汚水処理、サービスが同じなら利用者の負担も同じであるべき。水道は平成
1～9年度に３回改定、下水道はH12年から、以後２０年間改定しないで運営できている。

(平成１２年４月から）

区 分

整備費

一般家庭
下水道
使用料

(税別）

参考

水道料金
簡水料金

受益者

負(分)担金

個人 法人

公共下水道

１戸５００万円

月２０m3使用

4,450円

月２２m3使用

4,850円

月２０m3

使用

３,500円

水道加入金

130,000円

加算加入金

130,000円

工事負担金

200,000円

460,000円

1戸

25

万円

１㎡ 600円

但し最低
25 万円

農業集落排水

１戸６００万円

個別排水処理

（浄化槽）

１戸７０～８０万

7人槽

4,500円

定額 41



純利益, 19.35 

資本費
103.08 

維持管理費
95.87 

0

100

200

300

400

資本費
318.52 

維持管理

費
93.48 

他会計補助金

7.47 

料金収入
210.83 

純損失
45.27

一般会計

繰入金

127.39

料金収入
239.34

単 価
（㎥／円）

水道と下水道のコスト比較

2013（平成25）年度三春町決算

上水道事業
供給単価 218円/㎥
給水原価 199円/㎥

下水道のコストの多くは固定費 下水道事業
使用料単価 239円/㎥
汚水処理原価 412円/㎥412円

218円
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三春町の下水道料金設定の考え方
～下水道利用者に浄化槽と同じ程度の負担を求めた。

個人で合併

処理浄化槽を
設置した人の

年間負担額

（7人槽）

清掃料 点検料 雑費 計

年1回

30,500円

３ヶ月に1回

13,480円
（注）

27,700円 71,680円
（月5,973円）

(注）電気料 月1,000円×12ヶ月＝12,000円

法定検査料（第11条） 6,000円

ブロワー償却 60,000÷10年＝6,000円/年

ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ交換費用 7,400円÷2年＝3,700円/年 1年当り9,700円

電気料を除けば4,973円/月
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＋2,972 円 ＋2,119 円

5,973 円

4,672 円 4,725 円

下水道整備による住民負担額
浄化槽利用者は5,000円も負担しているのに

赤字の下水道の使用料をなぜ安くしなければならないか
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「下水道使用料」が「水道料金」より安い、は過去の常識
今は、水道と同額又は高い下水道が全事業の３割を超える

資料：下水道統計（平成24年度）。＊は特定環境保全公共下水道事業、水道と同じか高い団体が３割を超える

上位市町村名(道府県) 水道料金 下位市町村名(都道府県) 水道料金

6,358 湯沢市(秋田県)＊

6,048 早島町(岡山県)

5,460 揖斐川町(岐阜県)

5,250 佐渡市(新潟県)＊

5,250 郡上市(岐阜県)＊

5,250 築上町(福岡県)＊

4,880 夕張市(北海道)

4,865 美唄市(北海道)

4,840 三笠市(北海道)

4,808 芦別市(北海道)

4,800 池田町(岐阜県)

4,800 舞鶴市(京都府)＊

4,788 浦臼町(北海道)＊

4,725 会津美里町(福島県)

4,720 世羅町(広島県)

4,700 松本市(長野県)＊

4,672 三春町(福島県)

4,670 多可町(兵庫県)＊

4,662 栗山町(北海道)

4,635 伊達市(北海道)

4,704

1,375

1,543

4,280

2,520

4,250

6,048

3,840

4,366

4,341

3,145

1,932

5,890

4,179

3,360

2,600

3,675

4,200

4,648

2,793

590 館林市(群馬県)＊

630 大熊町(福島県)＊

756 戸田市(埼玉県)

840 昭和町(山梨県)

867 府中市(東京都)

871 石垣市(沖縄県)

882 三鷹市(東京都)

997 北谷町（沖縄県）

1,000 嘉手納町(沖縄県)

1,008 福生市(東京都)

1,010 泊村(北海道)＊

1,029 所沢市(埼玉県)

1,029 池田市(大阪府)

1,050 檜枝岐村(福島県)＊

1,102 朝霞市(埼玉県)

1,102 武蔵野市(東京都)

1,102 小金井市(東京都)

1,102 北中城村(沖縄県)

1,125 羽村市(東京都)

1,155 深谷市(埼玉県)

2,670

2,470

1,669

1,145

2,362

2,042

2,362

2,520

1,840

2,362

2,030

2,037

2,320

1,900

1,942

2,607

2,037

3,055

1,627

2,268

45



消費支出における上下水道料金の比率は１．９%～更新する
ためには今の２倍、電気、通信料金並みの負担（上下で1万
円）は必要。
１世帯当り年平均 １ヵ月の支出（二人以上の世帯）

令和２年 ２７９，０２４円/月

食料

７９，４０１

２８．４%

住居

１８，３３８

６．５%

電気代

１０、３１７

３．７%
ガス代

４，６４８0 
1.6%

上下水道料

５，４１４

１．９%
家具・家事用品

12,101 
4.3%

被服及び履物
9,063 
3.2%

保健医療
14,314 
5.1%

自動車等関係

23,119 
10.1%

通信

１３，291 

４．７%

教育

１１，９０５

４．２%

教養娯楽

２５，２５２

９．５%

その他（こづかい等）

４７，３４２

１７．０%

総務省統計局「家計調査年報（家計収支編）」より作成
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◎人口密度が低いと、1戸当りの建設費が高くなる （M町）

人口密度 １ha(100m四方）40人以上が分岐の採算ラインとすれば、

計画 13,100人/295ha =44.4人 → 現在 8,251人/295ha =27.9人
2030年 6,625人/295ha =22.5人

単位：千円

全体計画
計画人口
13,100人

現在人口
8,251人

2030年
6,625人

総費用：10,451百万円 ７９８ １，２６７ １，５７７

内 訳

処理場：4,188 ３２０ ５０８ ６３２

管 渠 6,263 ４７８ ７５９ ９４５

管渠１ｍ当たり工事費6,263百万円÷45,258ｍ＝138千円

処理人口1人当たり建設費 （現在 443万円 / 戸 、将来552万円 / 戸)

上下水道は「ワリ勘」で運営する事業
＝費用は使用者で分担
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上下水道会計事務と料金業務を委託（H12）
～決算日の翌日が定期人事異動日、経理担当は3年毎に交代

一 般 会 計 は
出 納 整 理 期 間

（ 前年度の収入支払 ）

7 /

・

決

算

監

査

4 / 1

・

年
度
始
・

定
期

人
事
異
動
日

3 / 3 1

・

公
営
企
業
決
算
日

3 /

・
棚

卸

検

査

・
（

決
算
書
類
作
成
期
間
）

5 / 3 1

・

公
営
企
業
決
算
書
を
市
長
に
提
出
日

6 / 2 6

・
（
地
方
公
営
企
業
決
算
状
況
調
査
・

納
税
期
限
）

6 / 3 0

・

消
費
税
申
告
書
提
出
・

納
税
期
限

9 /

・

議
会
九
月
定
例
会
へ
決
算
認
定
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出 48



会計ソフト

個々の
取引の記録

仕 訳

（会計伝票） （会計伝票）

決算仕訳

【財務諸表】
B／S
P／L
・・・

日々の手続き 決算

入力

平成１０年、「公営企業会計処理
業務」を料金事務と一緒に委託
昔と違い簿記知識がなくても処
理できるようになった。
昔：手書き伝票、仕訳も手作業。
町では、システムを導入せずに、
民間と企業会計事務代行ビジネ
スを立ち上げ。
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日本経済新聞

平成14年12月12日

読売新聞 平成15年4月17日

日本経済新聞

平成15年8月19日

「福島県三春町の企業管理者は、下水道料金につい

て、公共下水道、農業集落下水道、そして、合併処

理浄化槽を含め、町民に対して平等な負担の料金

体系をつくるなど、先進的な経営を実施してい

る。・・・」（岩波書店「自治体の構想４」 ８８頁）

｢例えば、福島県三春町の場合は、水道事業を含めた庁内の公営企業６事業全て

に地方公営企業法を適用し、経理から施設管理までをアウトソーシング、事務

の一元化などで一石四鳥の経営改革につながっている・・・小規模団体におけ

る最も優れた事例として参考になる・・・」（平成１５年１０月、日本水道協

会総会における総務省公営企業経営企画室長の発言）

三春町の公営企業改
革に対する評価
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上下水道経営の経験を町立病院開設に活かす
～廃止県立病院を町が引き受け３年で軌道にのせる

１ 減価償却費指定管理者負担・財政支援なしの条件で公募、公益法人
病院を選定、設計施工一括プロポーザル競技により民間並みの建築コ
スト(坪58万円）、工期１年で病院を建て、診療科目充実させた･･･指
定管理者からの負担金納入と交付税措置で年間約８千万円の増収効果

２ 公共単価・歩掛を使わないため「民間並みの建築単価」を実現

３ 提案から実施設計、工事完成まで、「１年４ヶ月間の短時間」で工
事完了･･･工事期間11か月で竣工

４ 減価償却費相当額を負担する「指定管理者（民間）のノウハウを活
用」してさらにコスト圧縮

５ 「病院職員の現場感覚」と「経験豊富なゼネコン技術者」、「改革
志向の発注者」が一つになり、

夢を共有して実施設計をまとめる

町の例は、総務省の「公立病院再生

ガイドライン」を実践した成功事例と

評価され、各地の参考にされた。 51



平成１６年度決算で試算すると、人件費や減価
償却費を民間並みにすれば帳尻は合う！

項 目 三春病院 再生試算 説 明

医業収益
（１００％）

９６２，６７９千円
（１００．０％）

９６２，６７９千円
（１００．０％）

医業費用 給与費
７５９，８３６
（７８．９％）

５３１，８８５
（５５．３）

給与費を民間水準に合わせ７０％と
見積る。

材料費
２６０，２４１
（２７．０％）

２０８，１９２
（２１．６）

薬品費、食事材料、医療材料等。
８０％と見積る。

経費
１７９，０１５
（１８．６％）

１５２，１６３
（１５．８）

光熱水費、燃料費、修繕費、その他
を８５％と見る。

減価償却費
資産減耗費

８１，１１３
（ ８．４％）

５６，７７８
（ ５．９）

固定資産の取得費を７０％で調達
できると見る。

研究研修費
８，４６２

（ ０．９％）
１３，６６１
（ １．４）

職員の資質向上、専門職の技術
研修に予算を使う。

医業費用 計
1，２８８，６６７
（１３３．９％）

９６２，６７９
（１００．０）

医業収支均衡を目標に試算
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病院・診療所の建築主体別 建築単価（万円）
民間は年間医業収益の範囲で建設する～

区分
総計 国 都道府県 市区町村 民間

1m2当り
単価

19.9 23.9 25.5 32.4 18.4

1坪当り
換算

６５．７ ７８．９ ８４．２ １０６．９ ６０．７

・１床当り建築費
民間1000万円台、公立2000～3000万円台

・1床当りの医業収益 一般病院 1,000～1,500万円
資料：伊関友伸「まちの病院がなくなる」（建築統計2004実績を加工し作成）

土屋敬三「医療施設の建築単価の現状」医療福祉建築No.169 53



今の上下水道は万全と言えるか？
これで１００年先も通用すると思うか。

・水道の南北問題：東京都や大阪市等の対応＝すでに自前で実行部
隊をつくる（東京水道サービス㈱ 、東京下水道サービス㈱・・・）

・その他の上下水道＝小規模分立、自前の運営を断念し外部頼み。
→所有責任は重いが過小評価。課題は先送りし山積、机上で改革
できぬ。利用者の負担より一般会計操出を頼り財政基盤が弱い。

・民間委託＝官民連携というが、実態は丸投げの事業も。
最初は補完型「個別委託」だったが「包括委託」に進み外部に依存。
職員削減で外部委託 → ノウハウはなくなり業者頼みに。
ただし、受託者側も人材確保に苦労している。
事業者として最低限必要な“技術力”や“運営ノウハウ”を保持する
ため人材は育成すべき。各業務のマニュアルを手作りして技術保持。

◎ 事業者として公営企業の原点に戻って考え直すべき。
～公営企業の運営は自治体運営と共通する。 54


